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1. 背景と目的 

 2011年東北地方太平洋沖地震では，地震に伴って

発生した津波によって，太平洋沿岸部の広い範囲で

甚大な被害が生じた．全国で全壊家屋 128,801 棟，

死亡者 18,493人，行方不明者 2,683人にも上ったこ

とが分かっている 1)．死者・行方不明者の 99%は岩

手，宮城，福島の 3県で発生している．被害が大き

かった 3 県における犠牲者の 92.4%は，津波による

溺死であったと発表されており，津波による犠牲者

が大半を占めた 2)（図-1）． 

 今後発生が予想されている南海トラフ巨大地震の

被害想定では，死者 32万人，そのうち 23万人は津

波による犠牲者であると報告されている 3)．災害前

の防災・減災対策を具体的に策定し，災害時に有効

に活用されるためには，地域特性を考慮した上での

津波による被害を事前に把握することは重要であり，

そのための評価手法を整備する必要がある． 

 本研究では，東北地方太平洋沖地震の際に津波に

よる被害が大きかった岩手，宮城，福島の 3県にお

ける津波浸水深データと国勢調査の人口統計データ

を用いて津波曝露人口の算出を行い，この津波曝露

人口と被災建物数，死者数との関係から回帰分析に

よって被害推定式の構築を行うこととした．構築し

た被害推定式を用いて，南海トラフ巨大地震の津波

被害想定を行うことを目的とする． 

 

2. 東日本大震災における津波曝露人口の算出 

復興支援調査アーカイブの 100m メッシュ浸水深

データ 4)と 2010年国勢調査 500mメッシュ人口統計

データ 5)から，GIS を用いて市区町村ごとに浸水深

別の津波曝露人口を算出する．岩手県，宮城県，福

島県の津波曝露人口の浸水深ごとの割合を図-2 に

示す．宮城県は仙台平野を有しており，浸水域が広

がりやすい地形になっている．福島県についても，

太平洋沿岸部は南北に細長く帯状の低平地となって

いる．宮城県，福島県では，浸水深 2m 未満までの

割合が高く似た傾向を示しているが，岩手県につい

ては 3m 以上の高い浸水深の割合が大きくなってい

る．岩手県の沿岸部は，北部では急崖を伴う直線的

で幅の広い段丘面を特徴とし，南部では鋭角的で出

入りの多いリアス式海岸を形成している．このため，

津波が面的にあまり広がらずに，高い浸水深の曝露

人口が多かったものと推測される． 

 

図-1 東日本大震災における死者の割合 

 

図-2 津波曝露人口の浸水深別の割合 

 

3. 被害推定式の構築 

(1)建物被害推定式 

 津波曝露人口と復興支援調査アーカイブの建物被

災状況 4)を使用し，津波曝露人口と建物被害の関係

を決定係数（R
2値）によって評価する．建物は住居

系に限定し，全壊以上を対象として分析を行う．全

壊判定を受ける建物棟数 Bを推定するには，決定係

数が最も高かった浸水深 2m以上津波曝露人口の式

(1)を被害想定に使用することとする（図-3）． 

             636.0B    (1) 

ここで，は，浸水深 2m以上の津波曝露人口である．

式(1)の標準誤差は 935である．データのバラツキに

ついて共同住宅の割合との関係を分析したが，傾向

は読み取れなかった． 

(2)人的被害推定式 

建物被害と同様に，津波曝露人口と死者数 1)の関

係を評価したところ，浸水深 2.5m以上の津波曝露

人口が高い相関を示した．回帰直線を式(2)に示す

（図-4）． 
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ここで，Dは死者数，は浸水深 2.5m以上の津波曝

露人口であり，標準誤差は 317である．データのバ

ラツキについて，津波到達時刻，高齢者人口，平均

避難距離，昼間人口との関係を検討することで分析

を行ったが，これらの項目とデータのバラツキにつ

いての明確な関係性を見出すことはできなかった． 

 

4. 南海トラフ巨大地震の被害予測 

 式(1)，(2)を用いて南海トラフ巨大地震の被害予測

を行い，中央防災会議の被害想定 6)と比較する（図

-5，図-6）．本研究の推定式による全壊棟数は，中央

防災会議の被害想定の 2倍以上になっている県が多

い．本研究の推定式では，流失，全壊，1階天井以

上浸水を全て全壊として扱っている．中央防災会議

の被害想定には「津波による全壊」とのみ記載され

ており，全壊の定義が異なる可能性がある．人的被

害予測では中央防災会議の死者数の方が多くなった．

この理由として，中央防災会議の人的被害想定では

浸水深 1m以上の浸水域内にいる人は全員死亡する

という条件で死者数を算出していることにあると考

える 7). 

 

5. まとめ 

 建物被害では浸水深 2m以上，人的被害では浸水

深 2.5m以上の津波曝露人口と高い相関が得られ，

標準誤差はそれぞれ 935と 317であった．本研究か

ら得られた被害推定式は，今後発生が予測されてい

る津波による死者数を算出することができ，地域ご

との被害軽減対策の立案に役立つと考える．東日本

大震災の岩手，宮城，福島の 3県では地形と津波曝

露人口の割合に関係性が見られた．今後は，津波曝

露人口の発生状況に最も影響を与えていると考えら

れる地形ついてさらに詳細な分析を行い，死者数と

地域特性の関係を示すことで，被害想定とともに地

域別の課題抽出が可能になるよう検討を進める必要

があると考える． 
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図-3 浸水深 2m以上の津波曝露人口と全壊棟数の関係       図-4 浸水深 2.5m以上の津波曝露人口と死者数の関係 

図-5 建物被害予測の比較例（ケース 5） 

図-6 人的被害予測の比較例（ケース 5） 
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